
報 告 書
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平成23年4月1日から 平成24年3月31日まで

この報告書は、環境に配慮し、再生紙
と植物油インキを使用しております。
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株主の皆様には、日頃よりご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
当社の第77期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

の事業の概況についてご報告申し上げます。

当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の甚大な被
害により、一時的に停滞を余儀なくされました。その後、サプライチ
ェーンの復旧に伴い、徐々に各企業における生産活動の回復や個人消
費の持ち直しの動きは見られたものの、タイで発生した洪水被害によ
る製造業への影響拡大、長期化する円高、さらに国内の電力供給の制
限といった経済活動面での様々な不安要素により、予断を許さない状
況が続きました。
当社グループの主たる事業である建設業界におきまして、公共建

設投資については、震災復興関連の補正予算等の効果もあり、底堅く
推移いたしました。また、民間建設投資については、震災直後は住宅
関連及び非住宅関連ともに大きく落ち込みました。その後、住宅関連
については首都圏を中心に持ち直しの動きが見られましたが、海外経
済情勢や国内政治・経済の先行き不透明感も相まって、当連結会計年
度後半は回復の動きが弱まりました。非住宅関連についても震災直後
の急激な落ち込みは下げ止まったものの、明確な回復には至っておら
ず、当業界における価格競争はますます激化し、総じて大変厳しい状
況で推移いたしました。
このような厳しい環境下で、当社グループの当連結会計年度の受注

高は、利益確保を優先した選別受注強化の結果、1,060億３千万円と
なり、前連結会計年度比20.3％の減少となりました。
売上高につきましては、1,404億６千２百万円で前連結会計

年度比9.6％の増加となりました。部門別では建築工事が1,191
億９千３百万円（前連結会計年度比13.8％増）、土木工事が179
億６千８百万円（前連結会計年度比16.8％減）、その他事業が33億
円（前連結会計年度比78.4％増）であります。
損益に関しましては、東日本大震災の影響による労務単価等の上昇

により、前連結会計年度後半に受注した工事の採算悪化が当連結会計
年度半ばより顕著となり、加えて未成工事損失や完成工事補修費の引
当てを行った結果、営業損益については、72億２千３百万円の損失
（前連結会計年度は12億２千２百万円の利益）となりました。
経常損益については、74億６千７百万円の損失（前連結会計年度

は７億５千万円の利益）となりました。
当期純損益については、保有資産の評価損失等を計上した結果、

84億９千６百万円の損失（前連結会計年度は３億９百万円の利益）
となりました。
次期の見通しにつきましては、日本経済は持ち直しの動きが見込ま

れるものの、長期的なデフレ傾向が続く中、円高や電力不足による企
業活動への影響、消費税増税に向けた動きなど、依然として先行き不
透明な状況が続くと思われます。
平成24年度の建設投資につきましては、公共建設投資は引き続き

震災対応予算の編成及び執行が見込まれます。また、民間建設投資に
ついても、緩やかな回復傾向は継続するものの、国内外の様々な景気
押し下げ要因の存在から先行き不透明感は拭えず、企業の設備投資や
個人消費も慎重さが継続し、大きな増加は期待出来ない厳しい状況が
続くと予想されます。
このような状況の中、当社グループといたしましては、｢経営改善・

中期経営計画｣ を策定し、平成24年2月24日に発表いたしました。
この計画に示すとおり、選別受注を徹底するとともに合理化を含む構
造改革を推進することで、経営効率の改善を図り、早期の業績回復を
目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜
りますようお願い申しあげます。
平成24年6月

代表取締役社長

ごあいさつ

010_0010801302406.indd   1-2 2012/06/17   2:51:20



3 4

設 立 昭和12年6月15日（創業　明治25年1月20日）
資　本　金 8,419,105,866円
従 業 員 数 1,426名（連結1,490名）
営 業 網 本社および主な本支店

●本 社 ・
　大 阪 本 店

〠543-8688 大阪市天王寺区東高津町
12番6号
☎06-6768-5222

●東 京 本 店 〠160-0007 東京都新宿区荒木町5番地
☎03-5269-3111

●名古屋支店 〠450-0003 名古屋市中村区名駅南三
丁目3番44号
☎052-571-5571

その他の支店
●北海道支店　●東北支店　●北関東支店　
●横浜支店　●神戸支店　●広島支店　●九州支店
営業所
●盛　岡　●茨　城　●千　葉　●多　摩　●北　陸　
●岐　阜　●静　岡　●浜　松　●三　重　●京　滋　
●奈　良　●和歌山　●岡　山　●四　国　●南九州　
●沖　縄　●グアム
研究所
●技術研究所 〠569-0034 大阪府高槻市大塚町三丁目

24番1号
☎072-661-1620

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容
株式会社奈良万葉
カンツリ倶楽部 20百万円 100.0% ゴルフ場の経営

淺沼建物株式会社 20百万円 100.0% 建築物・関連設備の管理メンテナン
ス業、建設工事業、損害保険代理業

区　　分 前　期	
繰越高

当　期	
受注高

当　期
売上高

次　期
繰越高

建
設
事
業

建　築 146,583 89,643 119,193 117,034

土　木 25,042 16,386 17,968 23,460

計 171,625 106,030 137,161 140,494

その他事業 − − 3,300 −

合　　　計 171,625 106,030 140,462 140,494

区　　分 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期
（当連結会計年度）
平成24年3月期

受 注 高（百万円） 173,241 135,846 133,063 106,030

売 上 高（百万円） 181,874 154,888 128,201 140,462

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）（百万円） 273 484 309 △8,496

1株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）（円） 3.59 6.37 4.06 △111.63

総 資 産（百万円） 147,838 127,504 125,878 124,162

純 資 産（百万円） 19,057 19,822 19,744 11,316

会社概要 （平成24年3月31日現在） 事業の概要

1.部門別の状況	 （単位：百万円）

2.財産および損益の状況の推移

3.重要な子会社の状況

代 表 取 締 役	
執 行役員社長 淺　沼　健　一
代 表 取 締 役
専務執行役員 森　本　寿　之
取 締 役
常務執行役員 廣　田　新　次
取 締 役
常務執行役員 淺　沼　一　夫
取 締 役
常務執行役員 内　藤　秀　文
取 締 役
執 行 役 員 山　科　憲　一
取 締 役
執 行 役 員 藤　本　謙　介
取 締 役
執 行 役 員 淺　沼　章　之
常 勤 監 査 役 赤　松　　　治
監 査 役 辻　中　榮　世
監 査 役 吉　村　佳　洋
監 査 役 石　島　　　隆

常務執行役員 橋　本　　　健
執 行 役 員 竹　田　　　繁
執 行 役 員 山　腰　守　夫
執 行 役 員 上　田　隆　史
執 行 役 員 河　合　秀　一
執 行 役 員 田　島　茂　文
執 行 役 員 松　実　　　京
執 行 役 員 小　島　達　行
執 行 役 員 三　浦　武　男
執 行 役 員 大　森　義　雄
執 行 役 員 川　﨑　博　章
執 行 役 員 森　川　文　雄
執 行 役 員 佐　藤　琢　弥
執 行 役 員 福　知　哲　夫

2.役員

1.概況
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	 発　注　者	 工　事　名　称	 工事場所

	 発　注　者	 工　事　名　称	 工事場所

株式会社LIXILビバ （仮称）スーパービバホーム手稲富丘店
新築工事 北海道

東京都新宿区 （仮称）四谷保健福祉施設・
清掃センター等建設建築工事 東京都

三菱地所レジデンス株式会社 （仮称）鎌倉市由比ガ浜２丁目計画新築工事 神奈川県

本田技研工業株式会社 鋳造工場２STEP増築工事（建築工事） 静岡県

大阪市水道局 巽配水場１系施設改良工事 大阪府

日本生活協同組合連合会 日本生協連小野DC増築工事 兵庫県

広島市 二葉の里地区下水道築造２３-１３号工事 広島県

西日本高速道路株式会社 東九州自動車道　上毛東工事 福岡県

株式会社新日鉄都市開
発・三井不動産レジデ
ンシャル株式会社・エ
ヌ・ティ・ティ都市開発
株式会社

（仮称）大島3丁目プロジェクト 東京都

セキスイハイム東海株式会社 ル・シェモア東伊場新築工事 静岡県

西日本高速道路株式会社 舞鶴若狭自動車道　小浜東工事 福井県

株式会社森精機製作所（仮称）森精機製作所伊賀事業所新加工工場新築工事 三重県

西日本旅客鉄道株式会社 大阪駅新北ビル（仮称）新築工事 大阪府

西日本旅客鉄道株式会社 淡路･都島間歌島豊里線Bv他新設工事 大阪府

福岡財務支局（※） 公務員宿舎大野城住宅（仮称）整備事業
（PFI） 福岡県

主な受注工事

主な完成工事

主な完成施工作品

(仮称)大島3丁目プロジェクト

舞鶴若狭自動車道　小浜東工事

公務員宿舎大野城住宅（仮称）整備事業（PFI）

（※）本件工事発注者につきましては、PFI事業のため事業主名を記載しております。
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発行可能株式総数	 293,565,000株

発行済株式総数	 77,386,293株
	 （自己株式1,276,525株を含む）

株　　主　　数	 7,237名

株　主　名 持  株  数 持株比率

淺 沼 組 弥 生 会 持 株 会 3,959千株 5.20%

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,775千株 4.96%

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 3,570千株 4.69%

淺 沼 組 自 社 株 投 資 会 2,798千株 3.68%

日新火災海上保険株式会社 1,987千株 2.61%

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,922千株 2.53%

淺 沼 健 一 1,741千株 2.29%

大 　 西 　 美 知 子 1,473千株 1.94%

淺 沼 　 誠 1,358千株 1.79%

淺 沼 一 夫 1,350千株 1.77%

（注）	1.�平成24年4月1日付で「住友信託銀行株式会社」は「中央三井信託銀行株式
会社」「中央三井アセット信託銀行株式会社」と合併し、「三井住友信託銀行
株式会社」となっております。

	 2.�持株比率は、自己株式を控除して算出しております。
	 3.�持株数については、千株未満を切り捨てて表示しております。

株式の状況 平成24年3月31日現在

1. 大株主

2.所有者別分布状況

外国法人等
2,897,820株
3.74%

金融機関
22,937,318株
29.63%

その他国内法人
10,422,499株
13.47%

証券会社
1,550,431株
2.00%

個人・その他
6,774名
93.60%

その他国内法人
338名
4.67%

外国法人等
45名
0.62%

証券会社
42名
0.58%

金融機関
38名
0.53%

個人・その他
39,578,225株

51.16%

 2 人数別区分

　計7,237名

 1 株数別区分
　計77,386,293株
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科　　　　目 金　額
負　債　の　部

流 動 負 債 94,503

支払手形・工事未払金等 35,915

短 期 借 入 金 23,827

未　   払　   金 15,362

未払法人税等 178

繰延税金負債 11

未成工事受入金 9,039

完成工事補償引当金 778

賞 与 引 当 金 5

工事損失引当金 2,270

そ の 他 7,113

固 定 負 債 18,343

長 期 借 入 金 10,208

繰延税金負債 1,280

退職給付引当金 4,111

そ の 他 2,742

負  債  合  計 112,846

純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,592

資　本　金 8,419

資本剰余金 4,641

利益剰余金 △2,332

自 己 株 式 △135

その他の包括利益累計額 672

その他有価証券評価差額金 672

少数株主持分 51

純資産合計 11,316

負債純資産合計 124,162

科　　　　目 金　額
資　産　の　部

流 動 資 産 103,304

現　金　預　金 28,530

受取手形・完成工事未収入金等 62,075

未成工事支出金 9,822

その他のたな卸資産 849

繰延税金資産 0

そ の 他 2,297

貸 倒 引 当 金 △272

固 定 資 産 20,858

有形固定資産 12,047

建物・構築物 5,254

土　　　　　地 6,594

そ の 他 199

無形固定資産 423

ソフトウェア 285

ソフトウェア仮勘定 37

そ の 他 99

投資その他の資産 8,387

投資有価証券 6,036

長 期 貸 付 金 425

そ の 他 2,798

貸 倒 引 当 金 △873

資  産  合  計 124,162

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結決算の報告

1. 連結貸借対照表　（平成24年3月31日現在） 2. 連結損益計算書　（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

　　科　　　　目 金　　　　額
売　上　高

完 成 工 事 高 137,161
その他の事業売上高 3,300 140,462

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 138,473
その他の事業売上原価 2,708 141,181

売 　 上 　 総 　 損 　 失
完 成 工 事 総 損 失 1,311
その他の事業総利益 592 718

販売費及び一般管理費 6,504
営 　 業 　 損 　 失 7,223

営業外収益
受取利息及び配当金 396
持分法による投資利益 0
そ 　 の 　 他 78 475

営業外費用
支　　払　　利　　息 654
支 払 保 証 料 24
そ 　 の 　 他 39 718

経 　 常 　 損 　 失 7,467
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 252
そ の 他 5 257

特 別 損 失
減 損 損 失 259
特 定 工 事 損 失 額 825
そ の 他 171 1,255

税金等調整前当期純損失 8,465
法人税、住民税及び事業税 161
法 人 税 等 調 整 額 △147 14
少数株主損益調整前当期純損失 8,480
少　数　株　主　利　益 16
当 　 期 　 純 　 損 　 失 8,496
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（単位：百万円）

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

平成23年4月1日残高 8,419 4,641 6,316 △135

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △152

当 期 純 損 失 △8,496

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 △0 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － △0 △8,648 △0
平成24年3月31日残高 8,419 4,641 △2,332 △135

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本 その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計

株主資本合計 その他有価証券評価差額金
平成23年4月1日残高 19,241 468 35 19,744

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △152 △152

当 期 純 損 失 △8,496 △8,496

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） － 204 16 220

連結会計年度中の変動額合計 △8,649 204 16 △8,428
平成24年3月31日残高 10,592 672 51 11,316

3. 連結株主資本等変動計算書　（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

＜ご参考＞財務の状況（単体）

科　　　　目 金　額
負　債　の　部

流動負債 92,785
固定負債 10,831
負  債  合  計 103,616

純 資 産 の 部
株主資本 11,076
資 本 金 8,419
資 本 剰 余 金 4,641
利 益 剰 余 金 △1,847
自 己 株 式 △135

評価・換算差額等 670
その他有価証券評価差額金 670
純 資 産 合 計 11,747

負債純資産合計 115,364

科　　　　目 金　額
資　産　の　部

流動資産 94,175
固定資産 21,188
有 形 固 定 資 産 11,237
無 形 固 定 資 産 422
投資その他の資産 9,528

資  産  合  計 115,364

（単位：百万円）

貸借対照表要旨　（平成24年3月31日現在）

（単位：百万円）

損益計算書要旨　（平成23年4月1日から平成24年3月31日まで）

　　科　　　　目 金　　　　額
売 上 高 138,913

売 上 原 価 139,995

売 上 総 損 失 1,081

販売費及び一般管理費 6,218

営 業 損 失 7,299

営業外収益 327

営業外費用 557

経 常 損 失 7,529

特 別 利 益 257

特 別 損 失 1,199

税 引 前 当 期 純 損 失 8,471

法人税、住民税及び事業税 147

法 人 税 等 調 整 額 △149

当 期 純 損 失 8,468
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事 　 業 　 年 　 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 　 　 準 　 　 日 定時株主総会

期末配当金
毎年3月31日
毎年3月31日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告
して定めた日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人 大阪市中央区北浜四丁目5番33号
事 務 取 扱 場 所 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　   （郵便物送付先） 〠183-8701　東京都府中市日鋼町1番10

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　   （電話照会先） 0120-176-417
　   （インターネット

ホームページURL）
http://www.smtb.jp/personal/agency/
index.html

公 　 告 　 方 　 法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
※公告掲載の当社ホームページアドレス
http://www.asanuma.co.jp/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所、大阪証券取引所

淺沼組：インターネットホームページのアドレス
http://www.asanuma.co.jp/

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　証券会社の口座をご利用の場合は、三井住友信託銀行ではお手続きができませ
んので、取引証券会社へご照会ください。
　証券会社の口座のご利用がない株主様は、上記電話照会先までご連絡ください。

株主メモ（株式のご案内）

1,000株に満たない株式の買増・
買取をご検討ください。

　1単元（1,000株）に満たない株式は、市場での売買ができませ

んが、当社で、お持ちの株式と併せて1,000株となるように株式を

お売りする（買増）、もしくは1,000株未満の株式を買取らせてい

ただくこと（買取）ができます。この買増・買取における手数料に

ついては、無料とさせていただいておりますので、ぜひこの機会に

買増・買取をご検討ください（ただし、証券会社等を通じてお取引

された場合は、別途手数料が徴収される場合がございます。詳細に

つきましては、お取引証券会社等にご連絡ください。）。

　その際のお手続きにつきましては、証券会社等に口座を開設され

ている株主様は、お取引証券会社等にご連絡ください。それ以外の株

主様は、下記の三井住友信託銀行株式会社証券代行部にご連絡くださ

い。

買増
制度

お持ちの株式

株式をお売りします

単元株式
（売買可能）

例▶

1,000株
（1単元）

650株

350株

買取
制度

お持ちの株式 市場価格で買取ります

例▶

650株

お手続きおよびお問い合わせは
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

0120-176-417

お知らせ
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